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研究要旨 

本研究の目的は、令和６年４月及び令和９年４月の障害福祉サービス報酬改定に向けて、「補

装具の種目、購入等に要する費用の額の算定等に関する基準」（以下、支給基準）を設定する

ことである。 

（１） 運動器系補装具

・支給判定

更生相談所等が補装具費支給に関わる判定を行う際の「医師の意見」に対して疑義がある場

合に、セカンドオピニオンとなる別の「医師の意見」をオンライン診療の仕組みを用いて求め

ることができる「オンライン更生相談室」を作り、その効果や課題を検討する。 

・支給基準の価格検討

＜義肢＞

現行基準との乖離を把握すべく、令和 4年度に実施した調査データを用いて販売価格を試算

し、義足および義手の採型区分、形式ごとの利益率の比較を行ない価格の見直しを行う。 

＜装具＞ 

補装具支給制度において定められた装具の基本工作法はギプス包帯による採型を想定してい

るが、既に様々な方法が行われている。本研究では現在行われている身体形状の取得の方法の

種類およびその適応範囲、また、その方法を用いる条件や利点等について、実態を明らかにす

る。 

＜車椅子＞ 

現在の車椅子・電動車椅子については、支給の状況にあわせたわかりやすい価格体系を検討

する。 

・基本工作法における新技術に関する調査

補装具製作は、補装具費支給制度における基本工作法に基づいて行われている。最近のこれ

らの 3D技術は現在の基本工作法との整合性に課題がある。そこで、補装具製作における 3D技

術の効果や課題点を抽出するために従来の製作方法と 3D技術の製作方法の比較と検証を行う。 

・借受制度の運用と課題に関する調査

「購入」より「借受け」の方が利用者に便宜を図ることが可能として、平成 30年に補装具費

の「借受け」が追加されたが、借受けでの申請・決定件数は少ない。本来期待されていた利用

者に対して有効な活用方法を検討する。 
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研究要旨（続き） 

（２） 視覚系補装具

・支給基準の価格検討

義眼、眼鏡（矯正用）、眼鏡（遮光用）、眼鏡（弱視用 焦点調整式）、眼鏡（弱視用 掛

けめがね式）の 5項目について、昨今の国際情勢の影響等による原材料費等の価格上昇を踏ま

えた仕入れ価格の変化率を明らかにする。 

・視覚系補装具支給実態調査(担当：共同研究者 奈良里紗）

支給に関する情報のあり方、十分に活用する方法を検討する。そのために、その使い方につい

ての訓練が必要であるという情報提供、社会参加のために活用できる補装具や日常生活用具の

支給につながる選定時のアセスメント方法等の検討、補装具や日常生活用具の選定、支給に関

わるすべての者が支給制度についての正しい知識を得ることができる情報提供の場などの環境

調整などについて調査する。

・視覚系補装具に関する情報発信

対象者についてし、補装具や日常生活用具に関する情報を提供する。

（３） 聴覚系補装具

補装具としての福祉用補聴器がどのような販売実態になっているかを知る。そのために、補

聴器技能者に対してアンケートを行い、2022年における市販補聴器販売の実績と、2023年 6月

の 5営業日における補聴器販売についての実態調査を行う。 

補聴器は、補聴器販売小売店によって流通されている補聴器（市販補聴器）の他に、補装具

として販売されている特別な器種（障害者総合支援法対応補聴器：制度内補聴器）が存在し、

制度内補聴器の価格は制度上決定されていて過去 3年間の変化がない。技術の進歩も含めた内

外の環境変化に基づく価格変動の状況について考察するために、まず市販補聴器の価格変化を

検討する。 

（４） 重度障害者用意思伝達装置

近年の物価高騰や為替変動などの影響に伴う重度障害者用意思伝達装置における価格や変化

率の変動を明らかにし、現行制度に置ける支給項目の課題検討のために調査を行う。 
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分担研究

者氏名 

所属研究機関名及び 

所属研究機関における職名 

藤原清香 国立大学法人東京大学 准教授 

西嶋一智 宮城県リハビリテーション支援センター 
技術副参事兼技術次長 

横井剛 横浜市総合リハビリテーションセンター 

医療部長 

福島邦博 医療法人さくら会 早島クリニック 

院長・理事長 

中村隆 国立障害者リハビリテーションセンター 
義肢装具士長 

丸山貴之 国立障害者リハビリテーションセンター 

厚生労働教官（義肢装具士） 

山田明子 国立障害者リハビリテーションセンター 

主任視能訓練士 

須田裕紀 新潟医療福祉大学 講師 

A．研究目的 

本研究の目的は、令和６年４月及び令和９年４月

の障害福祉サービス報酬改定に向けて、「補装具の

種目、購入等に要する費用の額の算定等に関する基

準」（以下、支給基準）を設定することである。現

在の支給基準は、定められて以来細かな変更はある

ものの、算定の根拠となる基本工作法は約 40年間に

わたって変更されていない。義肢装具の製作材料の

うち、支給基準が定められた当時使用されていたア

ルミや木は合成樹脂等に置きかわり、製作方法につ

いてもデジタル技術の発展によって大きく変わって

きている。それらの変化は補装具全般に言えること

であり、支給基準の見直しが必要である。 

現在の支給基準の基礎資料となった昭和55年度厚

生省厚生科学研究特別研究事業（研究代表者：飯田

卯之吉）の中に、支給基準を定めるにあたっての「あ

るべき姿」として、 

㋑ 使用部品、材料に対して当然価格に差があっ

て然るべきで、部品、材料に応じて、価格が算出さ

れるものであること、 

㋺ 基準は処方、見積もりのし易い表記であるこ

と、 

が明記されている。今回の見直しについても、こ

れらの「あるべき姿」を踏襲しつつ、新たに 

㋩ 新たな技術を基本工作法に取り入れること、

また、新たな技術の使用方法あるいは場面について、

必要な制限を加えること 

㋥ 既製品の支給基準は、既製品自体の価格に義

肢装具士の技術料を付加すること 

の２点を加え、支給基準の改正に必要な基礎デー

タの収集を行うこととする。 

＜各年度の目標＞ 

【令和５年度】 

令和６年度告示改正に向けた、原材料価格の高騰等

を明らかにする価格調査の実施及び支給基準案の作

成 

【令和６年度】 

オンライン判定の施行、告示における課題の抽出及

び告示見直し案の作成 

【令和７年度】 

令和９年度告示改正に向けた、原材料等の価格調査

及び支給基準案の作成 

Ｂ．研究方法 

（１）運動器系補装具 

・支給判定

更生相談所に対して「セカンドオピニオン」とな

る別の「医師の意見」を求めることの必要性につい

て補装具判定に従事している担当職員へのヒアリン

グを行った。 

・支給基準の価格検討

＜義肢＞ 
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先行研究のデータを基に支給基準の義肢の価格を

試算し、現状と乖離する種目、型式を抽出した。支

給基準制定に関わる因子である製作時間について、

複数の義肢装具士による義足製作時間を計測し、そ

の検証を行った。 

 

＜装具＞ 

基本工作法における採型として現状の装具採型方

法にどのような技術が用いられているかの実態調査

を行い、費用と作業時間について検討を行った。 

 

＜車椅子＞ 

モジュラー式車椅子の発注書を分析し車椅子の価

格を本体価格、機能による加算価格、付属品の大き

く３つに分類し、さらに本体価格に含まれる内容を

明らかにした。その上で基本工作法に関する作業に

関する項目、内容を追加し令和６年４月の改定の参

考となる案を作成、車椅子メーカー、販売事業者な

どにヒアリング、アンケートを実施した。 

 

・基本工作法における新技術に関する調査 

現行の支給基準における従来製法と新技術製法の

比較を基に、3Ｄデジタル技術の運用に関する 実態

調査として、アンケート形式で実施し回答を分析し

た。 

 

・借受制度の運用と課題に関する調査 

日本福祉用具・生活支援用具協会などに協力を依

頼し、本制度運用上に問題点について調査を行った。

補装具メーカーや義肢装具製作所などの事業者への

ヒアリングを行い、民間事業者の参画が可能な試算

のほか運用方法などの検討や調査を行った。これに

より、補装具に関わる事業者らの抱える課題ととも

に、利用者の不利益の実態について調査をした。 

今回の結果を踏まえて実際の運用が可能か試用評価

を行うこととし、既製品の電動車椅子については実

際に試用評価を行った。 

次年度以降は今年度の結果を踏まえ、調査と試算

を継続する。これを踏まえて実際の借受制度におけ

る支給基準改訂案の素案の検討と作成に繋げていく

予定である。 

 

（２）視覚系補装具 

・支給基準の価格検討 

義眼、眼鏡（矯正用）、眼鏡（遮光用）、眼鏡（弱

視用 焦点調整式）、眼鏡（弱視用 掛けめがね式）

の 5項目について、対象となる補装具の販売店を対

象に調査票をメールにて配布し、回答を求めた。作

成および販売までを担っている義眼については、補

装具費支給制度以外の利用者向け販売価格、その他

については補装具費支給制度以外の利用者向け仕入

価格を対象として、変化率について調査を行った。

調査実施期間は令和 5年 6月 16日～7月 10日であ

った。 

 

・視覚系補装具支給実態調査 

補装具及び日常生活用具の支給及び活用実態につ

いて、補装具の使用経験に関係なく、すべての視覚

障害者を対象に、電子メール配信による WEB調査を

実施した。WEB調査については、ロービジョン当事

者による見やすさへのユーザビリティチェック及び

音声読み上げソフトによるアクセシビリティチェッ

クを行った。また、希望する視覚障害者に対しては、

空メールを送信すると自動的にメール版質問紙が参

加者へ配信されるシステムを構築し、テキストデー

タによる回答も可能とした。調査時期は 2023年 9月

1日から 10月 31日とした。 

 

・視覚系補装具に関する情報発信 

視覚系補装具に関する情報発信として、令和 5年

10月から令和 6年 3月にかけて計 6回の視覚系補装

具に関する勉強会を実施した。対象は補装具を利用

する視覚障害者、選定や支給、訓練、販売に関わる

関係者とした。 

計 6回の勉強会終了後、視覚系補装具勉強会評価

アンケート調査を実施した。アンケート調査は、オ

ンラインでのアンケート（Google フォーム）を作成

し、第 1回から第 6回の参加登録者 1651名へ電子メ

4



ールで回答を依頼した。Google フォームでの回答が

難しい者への対応として、メールでの回答フォーム

を準備した。回答期限は令和 6年 4月 30日とした。 

（３）聴覚系補装具 

本邦で補聴器販売を行っている補聴器メーカーに

対して、各社代表的な市販補聴器の価格について、

プレミアム・スタンダート・バリューの 3分類を指

定して機種毎の価格変化についての調査を行った。 

全国の認定補聴器技能者を対象にインターネット

ベースの質問紙調査を行ない、福祉法補聴器の提供

実績にについて調査した。また、指定期間の 5営業

日における実際の補聴器販売の実態を抽出調査を行

って現在の本邦における補聴器販売・福祉法補聴器

提供の実態について調査した。 

（４）重度障害者用意思伝達装置 

現行の重度障害者用意思伝達装置の購入基準にあ

る本体の価格、ならびに修理基準にある付属品の価

格の変動について調査し分析を行い、令和６年度の

支給基準改定において価格の見直しが必要と思われ

る項目を抽出した。 

Ｃ．研究結果 

（１）運動器系補装具 

・支給判定

「医師の意見」の妥当性（医学的・制度的）につ

いて疑義を感じることがあっても、そのまま「医師

の意見」に従って判定することが多い現状が確認で

きた。セカンドオピニオンについては利用できるな

ら利用したいとの考えが多かったが、一方で当初の

意見と相反する結果が得られた際に採用する意見の

選択を求められることや、当初の意見を述べた医師

との関係性の悪化についての懸念も示された。利用

する対象としては、特例補装具のほか、審査請求へ

の対応を挙げるところもあり、判定に慎重を要する

ケースへ用いられることが想定された。また一方で、

医師の意見に疑問を感じることがなく、セカンドオ

ピニオンについて必要性を感じていない更生相談所

が存在することもわかった。 

・支給基準の価格検討

前課題で得られた物価高騰や人件費等の価格実態

調査データをもとに現行基準における実売価格を試

算し、現行基準価格と比較した。 

＜義肢＞ 

採型区分や形式により利益率が大きく異なり、特

に切断部位が高位ほど利益率が低いことが分かった。 

＜装具＞ 

基本工作法で想定されたギプス採型法以外にどの

ような採型が行われているのか調査を行い、そのう

ち印象材を使用した足底装具の採型方法については

作業時間と採型材料代について比較検討を行った。 

上記の結果を踏まえ、令和6年度の基準価格案を作成

した。 

＜車椅子＞ 

モジュラー型車椅子の価格構成を調査し、構成要

素を本体価格に含まれる項目、本体の加算要素、付

属品の３つに分け、さらに基本工作法に関する作業

に関する項目、内容をまとめ基準となる案を作成し

た。 

・基本工作法における新技術に関する調査

＜3D技術の導入の状況＞ 

54％が既に3D技術を導入しており、導入を予定し

ている、検討しているを含めると63％であった 

＜足底装具・インソール分野＞ 

3D技術で足底装具・インソールを製作しているの

は 46％であった。3D技術が患者等に及ぼす利点とし

ては、「身体的負担が少ない」、「環境を清潔に保

てる」、「瘡部への接触が少ない」、「データとし

て保管、管理できる」、「再製作が迅速に行える」

などが多い意見であった。また、医療機関等の利点
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としては、「先進的な技術を取り入れている」、「医

療廃棄物が削減できる」、「迅速な義肢装具の提供

が期待できる」などが多かった。 

 

＜体幹装具分野＞ 

3D技術で体幹装具を製作しているのは27％であっ

た。3D技術が患者等に及ぼす利点としては、「身体

的負担が少ない」、「環境を清潔に保てる」、「瘡

部への接触が少ない」、「データとして保管できる」、

「再製作が迅速に行える」などが多い意見であった。

また、医療機関等の利点としては、「先進的な技術

を取り入れている」、「迅速な義肢装具の提供」、

「医療廃棄物の削減」、「医療スタッフの負担軽減」、

「Ｘ線やＭＲＩ、ＣＴなど他のデジタル機器との親

和性が高い」ことが多かった。 

 

＜下肢装具分野＞ 

3D技術で下肢装具を製作しているのは8％であった。

3D技術が患者等に及ぼす利点としては、「身体的負

担が少ない」、「環境を清潔に保てる」、「瘡部へ

の接触が少ない」、「データとして保管、管理でき

る」、「再製作が迅速に行える」などが多い意見で

あった。医療機関等の利点としては、「先進的な技

術を取り入れている」、「迅速な義肢装具の提供」、

「医療廃棄物の削減」、「感染症の予防になる」こ

とが多かった。 

 

＜3D技術の導入に関する自由記載＞ 

導入されていない理由として、「導入に関するコ

ストが高いこと」、「機器の設置場所や人材確保な

どのインフラ整備」、「見合う採算があるか、事業

所の形態と3D技術の相性」、「採型としての精度や

適合に不安がある」、「制度への導入が不透明」、

「3Dを担う人材の不足」などの意見が多かった。 

現状の運用の課題点として、「導入のコスト、ラ

ンニングコストがかかること」、「価格制度にない

ため算出が不透明」、「基本価格の採型か採寸かの

基準」、「価格の算定基準がない」、「装具は手技

が加わるので3D技術で対応できるか」、「医療機関

における診療報酬との整合性」などの意見が多かっ

た。 

 

・借受制度の運用と課題に関する調査 

現行の借受けの制度が抱える課題について、成長

を伴う障害児の義肢部品及び進行性疾患による症状

の変化のために補装具の短期間の利用が想定される

場合について検討を行った。 

本制度運用上に問題点について調査を行い、さら

に補装具メーカーや義肢装具製作所などの事業者へ

のヒアリングを実施した。借受制度の運用上の課題

を調査し報告した。これにより、補装具に関わる事

業者らの抱える課題とともに、実際に借受制度が運

用できた場合の有効性及び経済的な効果についても

試算した。 

 

（２）視覚系補装具 

・支給基準の価格検討 

視覚障害者安全つえ、眼鏡（コンタクトレンズ）

は前課題で得られたデータ、義眼、眼鏡（矯正用・

遮光用・弱視用 焦点調整式・弱視用 掛けめがね式）

は昨今の物価高騰を踏まえた価格実態調査データを

もとに現行基準価格について検討した。 

その結果、義眼（レディーメイド）、眼鏡（遮光

用）は価格変動が見られなかった。視覚障害者安全

つえ、義眼（オーダーメイド）、眼鏡（コンタクト

レンズ）の一部の仕様、眼鏡（弱視用）で＋5％～＋

16％の変動が見られた。眼鏡（矯正用）は回答協力

が得られず、今後の価格調査方法について検討が必

要と思われた。 

 

・視覚系補装具支給実態調査 

補装具や日常生活用具を利用中の視覚障害者を対

象に、その支給実態及び活用実態について、質問紙

によるアンケート調査を実施し、回答のあった271

件について解析を行った。 

主な結果は以下のとおりである。義眼については

主材料－ガラスは変化率、販売数ともに回答が得ら

れなかった。一方、主材料－プラスチックでは、レ
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ディメイドは価格の変化がみられなかったが、オー

ダーメイドでは、単純平均は＋5.36％（標準偏差3.8）、

加重平均は＋6.4%と上昇がみられた。眼鏡（矯正用）

は変化率についての回答数が1件と少なく有効なデー

タが得られなかった。眼鏡（遮光用）については、

前掛け式では価格の変化率がみられなかったが、掛

けめがね式では＋0.45％（標準偏差1.44）、加重平

均は＋0.08％とわずかに上昇がみられた。眼鏡（弱

視用）については、掛けめがね式の主鏡で＋16.5％

（標準偏差7.5）、加重平均は＋15.06％、近用キャ

ップで単純平均は＋19％（標準偏差0.8）、加重平均

は＋18.25％の上昇を示し、主鏡と近用キャップを合

わせた単純平均は＋17.75％、加重平均は＋16.67％

であった。一方、焦点調整式は＋17.02％（標準偏差

12.80）、加重平均は＋6.89％と上昇を示した。 

・視覚系補装具に関する情報発信

補装具を利用する視覚障害者、選定や支給、訓練、

販売に関わる関係者を対象として、10月より計6回（月

に1回、約1時間）、視覚系補装具についての基礎知

識を周知するための勉強会を実施した。また、6回の

勉強会終了後に参加登録者1651名を対象としてアン

ケート調査を実施した。 

各回ともに600名以上の登録があり、補装具や日常

生活用具についての関心の高さが示された。アンケ

ート調査では384件（回答率23.4％）の回答を得た。

その結果、勉強会の内容についての評価も各回とも

に「非常に良い」「良い」と言った良好な評価を示

す割合が6割以上であり、有用な勉強会の内容であっ

たことがわかった。今後の勉強会への参加を希望す

る回答も9割以上を占め、情報提供の場が望まれてい

ることがうかがえた。 

以上のことから、補装具や日常生活用具に対する

情報提供のニーズは高く、視覚障害者のみならず視

覚障害者に関わるすべての人に対し、補装具や日常

生活用具に関する情報を提供することの必要性が示

唆された。 

（３） 聴覚系補装具

現行の補聴器の市場価格の実態について、特に近

年の価格変動の推移を調査した。また、全国の補聴

器販売店における補聴器販売の実態について、特に

支援法利用補装具販売の実態を調査した。 

市場全体では約５％程度の価格上昇が見られた。

支援法補聴器は、調査期間中の補聴器販売の１０％

程度であり、差額自己負担がその３分の１で見られ

た。 

（４） 重度障害者用意思伝達装置

現行の重度障害者用意思伝達装置の価格変動につ

いて、購入基準にある本体の価格、ならびに修理基

準にある付属品の価格の変動について調査した。  

本体として回答があったものはほとんどが高度な

環境制御装置もしくは通信機能が付加されたもので

あり、基本構造について今後検討が必要と考えられ

た。 

価格変動については一部項目について20％以上の

上昇が認められており、基準価格の見直しが必要と

考えられた。 

Ｄ．考察 

（１） 運動器系補装具

・支給判定

既存の仕組みの補装具判定専門委員会への質問と

いう手段は、個別具体的なケースに対して判定の根

拠として使える「医師の意見」を返すものではない。

オンライン更生相談室によるセカンドオピニオンは

そこを補完する役割が期待されるが、両者の使い分

けなど運用方法については整理する必要があると考

える。 

・支給基準の価格検討

＜義肢＞ 

切断高位の義足の価格を上昇させても、補装具全

体の予算を圧迫するとは考えにくく、先に述べた製

作事業者の動機づけと義肢装具士の製作適合技術を

維持するためにも、義肢の価格の見直しは必然と考
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えられた。 

＜装具＞ 

インプレッションフォームの材料代はギプス包帯

の 2/3 程度となった。また、インプレッションフォ

ームでは、製作加工費のうち、作業人件費、特に採

型に要する時間が大きく異なった。 

＜車椅子＞ 

新規製作時に修理価格を利用するという価格体系

上の問題が改善されたことや、装具、座位保持装置

に準じた制度設計で、物の構成が明確になりイメー

ジしやすいことから、全体としてわかりやすい価格

体系という評価であった。その一方で各地域での制

度の解釈の違いについての指摘があり、価格体系の

変更をする場合には取り扱い指針や取扱要領などで

制度理解を促進することも重要であると考えられた。 

・基本工作法における新技術に関する調査

＜3D技術の導入の状況＞ 

3D 技術の導入においては、ある程度の事業所の経

済的な体力が必要であると考えられた。その点、近

年では3D技術のメーカーにおいて様々なプランや導

入形態を提案していることや、義肢装具業界におい

ても働き方改革やセントラルファブリケーションの

概念が広まりつつあるため、3D技術の導入は拡大し

ていく傾向にあると考えられた。 

＜足底装具・インソール分野＞ 

足底装具・インソール分野の製作において、多く

の事業所が従来製法だけでなく3D製法を導入してい

ると考える。3D技術は事業所や対象者だけでなく医

療機関への具体的な利点があることが分かった。さ

らに従来製法と 3D製法を比較することや、臨床にお

けるエビデンスを集めて検証することが必要である

と考えられた。 

＜体幹装具分野＞ 

義肢装具製作に特化したシステムやソフト開発の

発展は著しく、3D技術の普及や導入は、日々、変化

していると予想された。また、体幹装具では、身体

形状の獲得の採型は、主に病院施設等で行われるた

め、3D技術が公的な手法として認められていないこ

とが、公の場で行うことの障壁になっていると考え

られた。事業所によっては、体幹装具の製作が 3D技

術に移行しているとも考えられた。また、側弯症用

装具など左右対称の修正や矯正をおこなう場合は3D

技術との親和性が高いことがわかった。 

＜下肢装具分野＞ 

下肢装具を必要とする対象の疾患は、変形に伴う

矯正や徒手的な整復が必要な場合が多く、手技を行

いながら判断と調整を行うため、非接触の 3Dスキャ

ンでは対応が難しい場合が多いためと考えられた。

製作する装具も多様であることから、従来製法と 3D

技術の使い分けやハイブリットな製作が予想された。 

・借受制度の運用と課題に関する調査

補装具費支給制度における財源の有効活用のため

にも、借受けで対象の補装具が運用できるシステム

と、借受けの目的に合った製品と有効に利用できる

システムとして整備されていくことが必要であると

考えられた。 

（２） 視覚系補装具

・支給基準の価格

義眼に対する修理基準の項目がないが、今後、義

眼利用者の負担を軽減するためにも、修理に関する

調査によりエビデンスを収集し、検討していく必要

性が示唆された。 

眼鏡（矯正用）については、矯正用の度数分類の

あり方についても今後は検討が必要と思われた。 

眼鏡（矯正用 遮光機能付）については、今後の

価格調査について、調査項目等の調査方法の詳細に

ついて検討する必要性が示唆された。 

眼鏡（遮光用 前掛式）については、変化率はな

いという結果であったが、回答数およびデータ数も

少なく、現況を正しく反映したものと評価できなか
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った。 

眼鏡（遮光用 掛けめがね式）については、掛け

めがね式は枠にプラスチックや金属を用いており、

前掛け式に比べて価格に上昇がみられたのではない

かと考えられた。 

眼鏡（弱視用 掛けめがね式）については、今後は、

それぞれの種目についての定義の見直しと、焦点調

整式を眼鏡に組み込んだ掛けめがね式の必要な者が

適切な価格で補装具費支給制度を利用できる価格設

定について検討していく必要性が示唆された。 

 眼鏡（弱視用 焦点調整式）については、掛けめが

ね式と同様に、それぞれの種目についての定義の見

直し、わかりやすい定義等の説明の必要性が示唆さ

れた。 

・視覚系補装具支給実態調査(担当：共同研究者 奈

良里紗） 

補装具の使用状況については、各補装具を適切に

活用するためにはどこで合わせるのが良いのか、ど

うしたら個人それぞれに合う選定が可能になるのか

について、さらなる調査を行い、選定時のアセスメ

ント方法等の検討が必要であると思われた。 

補装具についての相談先が多様化しているために

必要な支援につながりにくく、支給を受けた補装具

が活用できないといったことがあるのではないかと

思われた。 

今後、日常生活用具の給付における困難を少しで

も改善する取り組みとして、日常生活用具の支給に

関わる自治体職員や、各種相談に応じる必要のある

職員へ向けて、正しい知識を得ることができる情報

提供の場などの環境調整が必要ではないかと思われ

た。 

・視覚系補装具に関する情報発信

視覚系福祉用具に関わるすべての人が共に学び、

その解決方法を一緒に考えていくことが、視覚系補

装具および日常生活用具の適切な支給につながる一

歩になるのではないかと思われた。 

（３） 聴覚系補装具

本来特例補装具（障害の状況や生活環境などの真

にやむを得ない事情で、こうした補装具の費用の支

給が必要な場合は、更生相談所の判定や技術的助言

に基づいて支給が可能）で対応するべき事例との線

引きが曖昧になっている現状があると考えられた。

今後は補聴器における差額自己負担の実際について

の調査も必要になると考えられた。 

社会的な市販補聴器価格を基準に補聴器販売とい

う大枠から考えて制度内補聴器の価格変化のあるべ

き姿についての提言を行った。しかし、逆の視点と

して、適正な制度内補聴器購入基準価格を考える為

に、補聴器の販売原価率から積み上げる形で適正な

価格を決定する方法もありうるが、そのためには現

在ブラックボックスである補聴器の原価率に加えて、

補聴器の適切な装用の為に必要なプロセスの明示化

が必要であると考えられた。 

（４） 重度障害者用意思伝達装置

対象患者の特性上、居宅での適合が必要であり、

かつ設定などについては専門的な技術も必要とされ

る場合もあることからそれらに関する費用も考えら

れた。今後基準価格を考えるにあたってはこれらの

要素も考慮する必要があり、調査なども継続して実

施すべきであると考えられた。 

Ｅ. 結論 

（１） 運動器系補装具

・支給判定

医師の意見に疑義がある場合、特例補装具や高額な

補装具、審査請求の事案などで、判定に慎重な取扱

を要するケースにおいて、医師の意見に対するセカ

ンドオピニオンを提供できる場があることは、更生

相談所の取る対応の選択肢を拡げる可能性が高いと

考えられた。 

・支給基準の価格検討

＜義肢＞ 
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義肢の価格を現行基準により算出した金額と調査

データを元に試算した販売原価の金額とを比較した

ところ、切断高位や型式の違いにより利益率に大き

な違いがあることが明らかとなった。特に古くから

ある形式や高位切断の義足の利益はほとんどなく、

早急な見直しが必要であると考えられた。 

 

＜装具＞ 

基本工作法で前提としているギプス包帯法以外の

身体形状取得方法及び、それらの利点について、ア

ンケート調査を行ったところ、基本工作法の採型方

法にインプレッションフォームを用いた身体形状取

得法の新たな採型区分が必要となるのではないかと

考えられた。 

 

＜車椅子＞ 

補装具費支給制度における妥当な購入・修理等項

目の体系についての検討を行ったところ、モジュラ

ー式車椅子の価格構成の分析では、車椅子を構成す

る基本仕様の価格と、その機構についての選択に関

わる価格と、その他の付属品に関わる価格に大きく

分類されることが示された。問題点を解消するため

には支給基準における価格体系を大きく変える必要

があると考えられた。 

 

・基本工作法における新技術に関する調査 

足底装具・インソール、体幹装具、下肢装具の分

野における実態は、それぞれの分野において特徴が

あり、3D技術の活用の方法や導入状況が異なること

が分かった。さらに、3D技術が患者等の対象者の利

点として、患者への身体的な負担の軽減、データと

して扱えることの労働環境の変化と再現性、対象部

位を清潔に保つことができるなどのことが分かった。

医療機関等の利点として、先進的な技術であること、

迅速な義肢装具の提供、医療廃棄物の削減、医療ス

タッフの負担軽減、X 線や MRI、CT といった画像診

断との親和性が高いなどのことが分かった。一方で、

導入に関する初期投資、ランニングコスト、投資に

見合う採算、人材育成、補装具支給制度や価格算定

基準の必要性などの意見があった。 

 

・借受制度の運用と課題に関する調査 

小児筋電義手の完成用部品については借受けの運

用により、完成用部品購入金額が抑えられる可能性

があることが示された。加えて、実際に運用しよう

とした場合の実現性と現状想定される課題が明らか

になった。 

今後の借受けによる補装具費支給をより有効に活

用するにあたって、借受けの運用に関わる事業者が

負う経費の適切な計上を行い、適切な補装具費基準

額の検討が必要と考えられることや、申請から支給

決定までの期間短縮、さらに支給決定から借受けの

補装具提供までの期間短縮、適合確認や事務作業の

効率化などに取り組むことが重要と考えられた。 

 

（２） 視覚系補装具 

・支給基準の価格検討 

本価格調査の結果、多くの視覚系補装具において、

昨今の国際情勢の影響等による原材料費等の価格上

昇を踏まえた価格の上昇が見られることが明らかと

なった。特に、弱視眼鏡 焦点調整式では海外で制

作され、輸入されている製品で、価格の上昇率が高

いことが示された。今後は、調査項目等の調査方法

の詳細について検討をする必要性が示唆された。 

 

・視覚系補装具支給実態調査 

多くの視覚障害児・者が制度を利用していること

が示された。一方で、補装具や日常生活用具をうま

く活用できていないとの結果や制度を利用する際の

情報提供元や選定先、困った際の相談先が多様化し

ているという結果が示された。 

 

・視覚系補装具に関する情報発信 

補装具や日常生活用具に対する情報提供のニーズ

は高く、視覚障害者のみならず視覚障害者に関わる

すべての人に対し、補装具や日常生活用具に関する

情報を提供することの必要性が示唆された。 
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（３） 聴覚系補装具

全国での補聴サービスの均てん化を考えるには、

今後はより国内の広い領域で、補聴器販売に関して

質的・量的に拡充していく必要があると考えられた。 

市販補聴器の価格変化を検討すると、過去 3 年間

の 2021年比の価格上昇率は 5.43％から 11.7%の価格

上昇が見られた。スタンダードクラスや、プレミア

ムクラスでは、過去 3 年の市場価格はバリュークラ

スの器種ではいずれも価格のアップダウンがあり、

低価格を維持する為の手配を行いながら全体で 5％

の価格上昇率を示していた。制度内補聴器はこうし

たバリュークラスの器種よりはるかに低価格に抑え

られており、その価格について再考する必要がある

が、そのためには補聴器のフィッティングのために

必要なプロセスを明示化する必要があると考えられ

た。 

（４） 重度障害者用意思伝達装置

付属品においては一部の製品に関して大幅な価格

変化がみられており、基準価格と実情と大きな乖離

が生じる可能性もあり、継続して確認していく必要

があると考えられた。また本体の価格変化において

は数％の変化であるものの、特に文字等走査入力方

式については一部項目については対象製品がないこ

と、さらに PCにソフトウェアを組み込んだ製品が多

く、使用においてもその他の専用機器との違いもあ

り、新たな支給基準の検討が必要なことが示唆され

た。 

Ｆ．健康的危険情報 

なし。 
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